







(昭和 61年 4月~昭和 62年 3月〉
昭和61年 5J~ 1 0日 学校教育研究所
・丸山義王「教師の『自己評価目録』については)・(II)J r学校経営研究』





















































昭和 62年 l月 17日
・ソビエトの高等教育改革草案について




















天笠 茂(千 某→← 大 学)
吉本二郎(大 正 大 学)
-吉本報告を受けて一臨教審の改革動向と 小島弘道(筑 波 大 学)
『審議経過の概要(その 4) Jlの内容についてー 水本徳明(筑波大学大学院)
-教師の職能発達についての一考察 小室 哲範(上越教育大学大学院)
-イギリスにおける Teacher1 nduction について 北神正行(筑 波 大 学)
-現代教育改革期における市町村教育委員会の 村田俊明(摂 南 大 学)
































本会の会計年度は 4月 1fヨlと始まり 翌年 3月末lζ終わるものとする。また，会費は3，000
円とする(名誉会員を除く)。
第7条(紀要)








2. 本会員IJは，昭和 54年 4月1Bより施行する。











































ができた。これは昭和61年 9月181ζ国立教育研究所と Bri tish Counci 1の共催で行われた講演の
報告である。乙のような貴重な論稿をわたしどもの紀要に掲載できた乙とはこの上ない光栄なこと
である。掲載をこ快詰いただいた教授をはじめ，掲載の承諾をいただいた国立教育研究所第二研究
部の市川昭午部長に感謝申しあげるとともに， ヒューズ教授のところで今研究生活を送っている小
松部夫会員にお礼を申しあげる。
「学校現場の問題j として小室哲範，富田勇吉，丸山義王各会員から投稿いただいた論文は，今，
学校が抱える経営上の課題について示唆に富む内容を提供して Fさっている。また， r文献・資料
紹介jでは，新たに会員に力1]った材1幸良明会員が西ドイツの父母の学校参加について，参加に対す
る関係者の受けとめ方の実態を紹介している。話ドイツの学校参加を前期論文のテーマとしていき
たいとしており，これからの奮闘に大いに期待したいと思う。
研究紀要第12巻がわたしどもの学校経営研究の跳躍台となればうれしく思う。読者諸氏の乙批評
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をお願いしたい。
(小島弘道〉
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